
 

 

伊豆の国市シルバー人材センターを通じた働き方が進化中  

～独自事業の提案について～ 

 

 

 

当センターでは、会員が独自の総意工夫により企画し、地域社会にセンターの

存在感を示し、会員相互の協調性を高めることを目的に独自事業を実施してい

ます。 

 

例えば、会員が５人集まれば新たな独自事業を提案でき、センターの承認を得

て事業化できます (運営はセンターが担う) 

 

☆ 蛭ヶ島茶屋事業   ※現在、休業中※ 

      源頼朝の配流の地として有名な蛭ヶ島の茶屋を運営しています。  

          ・公園管理、観光案内 

          ・軽食等販売 

   ・会員手作り作品等販売 

             

☆ シルバー農園(野菜販売) 

      会員が収穫した新鮮野菜をセンター事務所やイベント等で販売する予

です。自分たちの手で栽培から販売まで行い喜びを感じませんか。 

≪農作業に興味のある会員さんも募集中！≫ 

 

 

既成の仕事を持つだけでなく、60 歳を過ぎて新しい分野にチャレンジできる

チャンスもあります。 

シルバー人材センターも進化しているんです。 

 

「独自事業について」の詳細は事務局までご連絡ください。 

 

 

 

 

 

公益社団法人 伊豆の国市シルバー人材センター 

〒410-2122 伊豆の国市長岡 338-3 

TEL 055-948-9526 FAX 055-948-9682 



 様式  

公益社団法人 伊豆の国市シルバー人材センター 

独自事業結成承認申請書 

 

伊豆の国市シルバー人材センター 

理事長 関森 伸哉 様  

                      伊豆の国市シルバー人材センター会員  

 

       代表 

 

 会員の働く機会を広げるために独自の創意と工夫により、以下のとおり企画したので 

承認願います。 

 

事 業 名 

 

 

 

事業開始年月日 令和   年   月   日  ( 令和   年度 )     

 

 

結 成 の 趣 旨 

 

 

 

 

事 業 効 果 

 

 

 

 

 

 

事 業 内 容 

 

 

 

 

 

 



 様式  

 

 

 

・活動会員 

①  

②  

③  

④  

⑤  

  

 

・活動内容 

 

 

 

 

 

・活動場所 

 

 

電話： 

   ・事業収入見込額           円 

  ・就業延人員           人日 

特 記 事 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考資料 

伊豆の国市シルバー人材センター独自事業について 

 

 

(1) 独自事業の考え方 

独自事業とは、会員の働く機会を広げるために、センター会員が独自の創

意と工夫により企画し、自ら実施する事業です。 

 独自事業の実施形態は、受託事業とその趣をやや異にしますが、会員の就

業機会を拡大・確保するという事業概念は受託事業と全く同一であり、高齢

者の就業にふさわしく、かつ、地域社会に貢献し、就業を通じて社会に参加

し、生きがいや喜びにつながる事業であることが望まれます。 

 また、この独自事業の実施により、センターのイメージを高めるなど効果

も期待されます。 

 

 

(2) 運営上の留意点 

①  独自事業の実施に当たっては、センターの公益法人としての性格や設

立の趣旨から、一般民間企業と直接的に競合する事業や、受託事業との

バランスを損なうような大規模な事業、又は運営上のリスクが大きいも

のや作業に危険を伴うものは避けるべきです。 

 

②  独自事業の開発や実際の運営に当たって、センターとして最も心がけ

なければならないことは、この事業の研究・開発から企画・実施に至る

まで、そして日常の就業活動のすべての面で、会員グループの自主性、

自発性を尊重し、会員グループの創意と工夫により、会員自らが運営す

ることを基本とすべきことです。 

 

 

③  独自事業の実施に伴う収支は均衡することが原則です。公益法人であ

るセンターが多大な利潤を得ることも、赤字経営となることも許されま

せん。 

 大幅な黒字が出れば、センターは収益事業を行わないという原則に反

することになります。一方、もしも赤字が生じることになれば、その赤

字を補填する経費は、会費収入及び事務費収入を財源とせざるを得ない

ため、事業運営上、多大な障害が生ずることになります。 

 

 



参考資料 

④  独自事業は、事業を始める前に、製品の販売価格やサービスの対価等

をどのくらいにしたらよいか、十分に検討して決める必要があります。 

 また、就業した会員の配分金は、実施した事業の収入総額から、材料

費、光熱水料、通信運搬費等の必要経費を差し引いて、会員の就業実績

に応じて配分します。 

 

⑤  独自事業の種類や仕事の内容によっては、行政当局の許可を必要とす

るものや、リサイクル事業、補習教室、観光ガイド等のように、関連業

界と事前に十分話し合い、了解・協力を得ておくことが必要なものがあ

ります。 

 

⑥  独自事業の実施を企業・検討するに当たって、製作する製品や提供す

るサービスの市場性、市場価値を調べることはもちろんですが、民芸品、

工作物の製作や農産物等の生産を行う場合には、商品の安定した販路を

確保すること、また商品の安定性についても関連法 (PL 法等) に照らし、

十分に吟味することが何よりも大切です。 

 

 

 以上のことを主旨として会員が集い、独自の事業を行っていきます。 


